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①事業報告 
 

 当行の新株予約権等に関する事項 

 

1．事業年度の末日において当行の会社役員が有している当行の新株予約権等 

 

[第5回新株予約権] 

Ａ．新株予約権の割当日 2012年7月27日 

Ｂ．新株予約権の行使期間 2012年7月28日から2037年7月27日まで 

Ｃ．権利行使価額（１株当たり） １円 

Ｄ．権利行使についての条件  

新株予約権者は、当行の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から 

10日を経過する日までに限り行使できるものとする。 

 新株予約
権の数 

目的となる株式の 
種類及び数 

新株予約権等を
有する者の人数 

取 締 役 
(監査等委員であるもの及び 
社 外 取 締 役 を 除 く ) 

110個 当行普通株式 11,000株 1名 

社 外 取 締 役 
(監査等委員であるものを除
く) 

―  ― ― 

監査等委員である取締役 ―  ― ― 

 

[第6回新株予約権] 

Ａ．新株予約権の割当日 2013年7月26日 

Ｂ．新株予約権の行使期間 2013年7月27日から2038年7月26日まで 

Ｃ．権利行使価額（１株当たり） １円 

Ｄ．権利行使についての条件  

新株予約権者は、当行の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から 

10日を経過する日までに限り行使できるものとする。 

 新株予約
権の数 

目的となる株式の 
種類及び数 

新株予約権等を
有する者の人数 

取 締 役 
(監査等委員であるもの及び 
社 外 取 締 役 を 除 く ) 

81個 当行普通株式 8,100株 1名 

社 外 取 締 役 
(監査等委員であるものを除
く) 

―  ― ― 

監査等委員である取締役 ―  ― ― 
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[第7回新株予約権] 

Ａ．新株予約権の割当日 2014年7月25日 

Ｂ．新株予約権の行使期間 2014年7月26日から2039年7月25日まで 

Ｃ．権利行使価額（１株当たり） １円 

Ｄ．権利行使についての条件  

新株予約権者は、当行の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から 

10日を経過する日までに限り行使できるものとする。 

 新株予約
権の数 

目的となる株式の 
種類及び数 

新株予約権等を
有する者の人数 

取 締 役 
(監査等委員であるもの及び 
社 外 取 締 役 を 除 く ) 

114個 当行普通株式 11,400株 1名 

社 外 取 締 役 
(監査等委員であるものを除
く) 

―  ― ― 

監査等委員である取締役 ―  ― ― 

  

[第8回新株予約権] 

Ａ．新株予約権の割当日 2015年7月24日 

Ｂ．新株予約権の行使期間 2015年7月25日から2040年7月24日まで 

Ｃ．権利行使価額（１株当たり） １円 

Ｄ．権利行使についての条件  

新株予約権者は、当行の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から 

10日を経過する日までに限り行使できるものとする。 

 新株予約
権の数 

目的となる株式の 
種類及び数 

新株予約権等を
有する者の人数 

取 締 役 
(監査等委員であるもの及び 
社 外 取 締 役 を 除 く ) 

81個 当行普通株式 8,100株 1名 

社 外 取 締 役 
(監査等委員であるものを除
く) 

―  ― ― 

監査等委員である取締役 14個 当行普通株式 1,400株 1名 

  

2．事業年度中に使用人等に交付した当行の新株予約権等 

  該当事項はありません。
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②事業報告 
 

 業務の適正を確保する体制 

（1）業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議内容の概要 

当行は、業務の適正を確保する体制の整備に係る基本方針を、取締役会において次のとおり決議し

ております。 

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

A．役職員が遵守すべき倫理基準及び具体的な行動指針を規定した「倫理綱領（企業行動原理及び役

職員の行動規範）」を制定し、継続的なコンプライアンス研修等により全役職員に周知徹底を図る。 

B．原則として、全営業店・本部各部にコンプライアンス・オフィサーを配置し、さらにコンプライ

アンス統括部署を設置してコンプライアンス・リスク管理態勢の強化を図るとともに、コンプラ

イアンス委員会はコンプライアンス・リスク管理態勢確立のための具体的方策の立案や問題点の

改善について協議を行い、その内容は取締役会に付議・報告する体制とする。 

C．コンプライアンスを実現するための具体的な実践計画であるコンプライアンス・プログラムを年

度毎に策定し、継続的なコンプライアンス・リスク管理態勢の強化・充実を図る。 

D．取締役の職務執行の適法性を確保するための牽制機能を期待し、社外取締役が過半数を占める監

査等委員会を設置するとともに、当行グループから独立した社外取締役を選任する。 

E．業務執行部門から独立した内部監査部署を設置し、内部監査方針及び内部監査規程に従い内部監

査を実施する。 

F．内部通報制度を設け、当行グループの役職員が当行のコンプライアンス統括部署又は社外窓口（弁

護士）に直接通報できる体制とする。 

G．マネー・ローンダリング等防止にかかる基本方針を定め、当行グループ一体となってマネー・ロ

ーンダリング、テロ資金供与及び拡散金融の防止に向け、業務の適切性を確保すべく管理態勢を

整備する。 

H．反社会的勢力に対する基本方針を定め、当行グループ一体となって市民社会の秩序や安全に脅威

を与える反社会的勢力とは断固として対決し、一元的な管理体制の構築により関係遮断を徹底す

る。 

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役の職務執行に係る情報については、文書保存を定める規程に従い、適切に保存・保管する。 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

A．当行グループは、業務執行に係るリスクとして以下のリスクを認識する。 

a.信用リスク b.市場リスク c.流動性リスク d.オペレーショナル・リスク 

B．リスク管理の基本方針を定める統合的リスク管理規程に基づき、上記のリスク種類ごとにリスク

管理主管部署を定め、さらにそれを統合的に管理するリスク統括部署を設置し、グループ会社を

含めた統合的リスク管理体制の確立を図る。また、資産・負債の総合管理や統合的リスク管理等

を目的にALM委員会を設置し、当委員会で具体的な協議を行う。 

C．不測の緊急事態の発生に対しては、危機管理基本規程を定め、グループ会社を含めた危機管理対

応ができる体制とする。 

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

当行は、監査・監督機能の強化、意思決定の迅速化、経営の透明性の向上を目的に、会社法上の

機関設計として「監査等委員会設置会社」を採用する。 

A．監督機能と業務執行を分離し、権限と責任を明確にするため、執行役員制度を導入する。また、

業務執行に係る協議機関として経営執行会議を設置し、経営の重要事項について多面的な検討を

行う。 

B．取締役会を定例及び必要に応じて随時開催するほか、経営意思決定の機動性を確保するため、法

令等に照らし取締役会の決議を要しない事項、並びに定款に基づき重要な業務執行の決定権限の

一部を経営執行会議等及び執行役員に委任する。経営執行会議等及び執行役員に委任する範囲に

ついては、「取締役会規程」及び「職務権限規程」に明確に定め、取締役会はそれらの職務の執行

状況を監督する。 

C．組織規程で定める機構、事務分掌、職務権限に基づいて効率的な業務執行を実現する。 
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⑤ 当行並びにグループ会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

当行グループ一体となって総合金融機能を発揮して地域に貢献するため、当行にグループ会社の

運営統括部署を設置し、グループ会社の運営規程等を定めて、グループ会社におけるコンプライア

ンス、当行への報告、リスク管理、職務執行の効率性など業務運営の適正を確保する。 

A．グループ・コンプライアンス基本方針を定め、グループ会社のコンプライアンス・リスク管理態

勢を整備するほか、コンプライアンス・プログラムを年度毎に策定し、グループ会社の継続的な

コンプライアンス態勢の強化・充実を図る。また、グループ会社に対し当行の内部監査部署によ

る監査を実施する。 

B．グループ会社は、事業計画、営業成績、財務状況その他の重要な情報について、当行へ定期的に

報告するほか、法令等の違反行為等、グループ会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発

見したときは、直ちに当行へ報告する。 

C．グループ会社のリスク管理方針を定めて、グループ会社の業務執行に係るリスクを網羅的・統括

的に管理する。 

D．グループ会社は、経営上の重要な案件については、当行との間に定める協議・報告に関する基準

に従い、当行に事前協議のうえ意思決定するほか、組織規程で定める機構、事務分掌、職務権限

に基づいて効率的な業務執行を実現する。 

⑥ 監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項 

監査等委員会の職務を補助する専属の使用人を配置する。 

⑦ 前号の使用人の取締役(監査等委員である取締役を除く)からの独立性に関する事項及び監査等委

員会の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

専属の使用人は他部署の使用人を兼務せず、その人事異動、人事考課、懲戒処分については監査

等委員会の意見を尊重する。また、専属の使用人はもっぱら監査等委員会の指揮命令に従う旨を規

程に明記する。 

⑧ 次に掲げる体制その他の監査等委員会への報告に関する体制 

A．当行の取締役及び使用人が当行の監査等委員会に報告をするための体制 

a．取締役、執行役員及び使用人が監査等委員会へ報告する基準等について監査等委員である取締

役と協議のうえ定めるとともに、当行又はグループ会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実

を発見したときは、直ちに監査等委員である取締役に報告する。また、上記にかかわらず取締役、

執行役員及び使用人は、監査等委員である取締役から報告を求められたときには、速やかに報告

を行う。 

b．内部通報制度の担当部署は、当行グループの役職員から通報があった場合、監査等委員会に通

報事実を報告し、その後の調査・是正措置等の状況についても報告する。 

B．グループ会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当行の監査等委

員会に報告をするための体制 

グループ会社の取締役、監査役、執行役員及び使用人は、当行の監査等委員会から業務執行に関

する事項について報告を求められたときは、速やかに報告を行う。また、当行のグループ会社の運

営統括部署、内部監査部署、リスク管理部署は、グループ会社におけるコンプライアンス、内部監

査、リスク管理等の状況を当行の監査等委員会に定期的に報告する。 

⑨ 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保する

ための体制 

監査等委員会へ報告を行った当行グループの役職員に対し、当該報告をしたことを理由として不

利な取扱いを行うことを禁止する旨を規程に明記し、全役職員に周知徹底する。 

⑩ 監査等委員である取締役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職

務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

監査等委員である取締役の職務の執行について生ずる費用等を支出するため、毎年、一定額の予

算を設ける。また、監査等委員である取締役がその職務の執行について生ずる費用の前払い等の請

求をしたときは、当該請求に係る費用又は債務が監査等委員会の職務の執行に必要でないと認めら

れた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。 

⑪ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

取締役頭取は監査等委員である取締役と定期的に意見交換会を開催する。また、監査等委員であ

る取締役は、経営執行会議その他の重要な委員会等に出席できるものとする。その他、内部監査、
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法令等遵守、リスク管理、財務など内部統制に係わる部署は、監査等委員である取締役との円滑な

意思疎通等連携に努める。 
 

（2）当該体制の運用状況の概要 

当行では、業務の適正を確保するための体制等の整備と適切な運用のため、上記基本方針に基づく

内部統制システムの整備状況について定期的に点検し、その結果を取締役会に報告しております。 

当事業年度における基本方針に基づく運用状況の概要は次のとおりです。 

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

取締役会の承認を受け「コンプライアンス・プログラム」を年度毎に策定し、プログラムの進捗

状況については、半期毎にコンプライアンス委員会に報告いたしました。2024年度はコンプライア

ンス委員会を6回開催し、取締役会直属の監査部による取締役会への内部監査結果報告を12回実施

いたしました。 

また、マネー・ローンダリング等防止態勢の高度化に向け、管理態勢の整備を進めました。引続

きPDCAの実践によりマネロン管理態勢の強化を図る方針です。 

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役会、経営執行会議、ALM委員会等の主要会議の議事録及び会議にて使用した資料について

は、行内規程・要領に基づき、適切に保存・管理しております。 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

信用リスクの状況については、半期毎に実施したローン・レビューの内容を取締役会に報告いた

しました。市場リスク、流動性リスクの状況については、毎月開催したALM委員会の内容を取締役

会に報告いたしました。オペレーショナル・リスクの状況については、四半期毎にオペレーショナ

ル・リスク管理委員会の内容を取締役会に報告いたしました。 

また、事業継続計画の実効性向上のため、原子力発電所の事故発生、大規模地震災害の発生やATM

障害発生を想定した訓練を実施いたしました。また、近年リスクが増加しているサイバーセキュリ

ティやBCPなどの統合的リスク管理態勢の整備も進めてまいります。 

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

定例取締役会を12回開催いたしました。また、経営の重要事項等を協議する経営執行会議を23

回開催いたしました。 

⑤ 当行並びにグループ会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

グループ・コンプライアンス基本方針を定め、各グループ会社が、当行のコンプライアンス委員

会に協議のうえ、コンプライアンス・プログラムを策定し、実施状況を半期毎に当行へ報告いたし

ました。 

関連会社に対しては、当行の監査部による監査を定期的に実施しております。2024年度は、関連

会社3社に対して監査を実施いたしました。 

各グループ会社の業務推進主管担当である当行執行役員が、当該グループ会社の非常勤役員とな

ることで、グループ連携強化を図るとともに、グループ会社の事業計画や業務執行状況等について

確認しております。また、グループ会社からは、規程で定めている協議・報告基準により、業務執

行状況に関する報告を受けております。 

グループ会社のリスク管理態勢については、リスク統括部署、リスク管理主管部署、報告態勢を

規程に定め、明確にしております。また、グループ会社からの報告に基づき、信用リスク、市場リ

スク、流動性リスク、オペレーショナル・リスクについて計測し、適切に把握しております。 

⑥ 監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項 

監査等委員会の職務を補助する専属の使用人を配置しております。2024年4月より監査等委員会

室を設置し室長含め2名を配置しております。 

⑦ 前号の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性に関する事項及び監査等委

員会の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

専属の使用人は他部署と兼務せず、その使用人に対する指揮命令権についても規程に明記してお

ります。 

⑧ 次に掲げる体制その他の監査等委員会への報告に関する体制 

A．当行の取締役及び使用人が当行の監査等委員会に報告をするための体制 
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B．グループ会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当行の監査等委

員会に報告をするための体制 

規程に基づき当行及びグループ会社から監査等委員会への報告を適切に実施しております。 

⑨ 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保する

ための体制 

監査等委員会へ報告を行った役職員の保護については規程に明記し、内部通報制度に基づく通報

があった場合には、通報管理責任者が監査等委員に通報事実及び調査・是正措置等の状況について

報告する体制としております。 

⑩ 監査等委員である取締役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職

務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

毎年、監査等委員の職務執行に必要な経費を予算計上し、職務執行について生ずる費用の前払い

等の請求があった場合には、当該請求に係る費用又は債務を適切に処理しております。 

⑪ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

取締役頭取と監査等委員会との意見交換会を2回開催いたしました。また、監査等委員は定例取

締役会12回すべてに出席いたしました。 

監査部は、監査等委員に対して毎月監査結果を報告し、課題認識の共有及び意見交換を実施して

おります。 
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③計算書類 
 

 株主資本等変動計算書 

第１２２期 
２０２４年４月 １日から 

２０２５年３月３１日まで 
株主資本等変動計算書 

 
（単位：百万円） 

 

株主資本  

資本金 

資本剰余金  利益剰余金  

自 己  

株 式 

株 主 

資 本 

合 計 

資 本 

準備金 

その他資 

本剰余金 

資 本 

剰余金 

合 計 

利 益 

準備金 

その他利益剰余金  利 益 

剰余金 

合 計 

固定資 
産圧縮 
積立金 

別 段 
積立金 

繰 越 
利 益 
剰余金 

当 期 首 残 高 20,705 15,516 - 15,516 17,584 143 246,829 48,118 312,675 △2,679 346,218 

当 期 変 動 額            

固定資産圧縮積立金の取崩 - - - - - △5 - 5 - - - 

 別 段 積 立 金 の 積 立 - - - - - - 5,000 △5,000 - - - 

 剰 余 金 の 配 当 - - - - - - - △6,912 △6,912 - △6,912 

 当 期 純 利 益 - - - - - - - 18,224 18,224 - 18,224 

 自 己 株 式 の 取 得 - - - - - - - - - △2,002 △2,002 

 自 己 株 式 の 処 分 - - - - - - - - - 76 76 

 土地再評価差額金の取崩 - - - - - - - 120 120 - 120 

 株主資本以外の項目の 
 当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 

- - - - - - - - - - - 

当 期 変 動 額 合 計 - - - - - △5 5,000 6,438 11,433 △1,925 9,507 

当 期 末 残 高 20,705 15,516 - 15,516 17,584 137 251,829 54,556 324,108 △4,604 355,725 

 

 評価・換算差額等 
新株予約権 純資産合計 その他有価証

券評価差額金 
繰延ヘッジ 

損益 
土地再評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

当 期 首 残 高 △42,807 1,434 2,251 △39,122 30 307,125 

当 期 変 動 額       

固定資産圧縮積立金の取崩 - - - - - - 

 別 段 積 立 金 の 積 立 - - - - - - 

 剰 余 金 の 配 当 - - - - - △6,912 

 当 期 純 利 益 - - - - - 18,224 

 自 己 株 式 の 取 得 - - - - - △2,002 

 自 己 株 式 の 処 分 - - - - - 76 

 土地再評価差額金の取崩 - - - - - 120 

 株主資本以外の項目の 
 当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 

△29,706 6,280 △178 △23,605 - △23,605 

当 期 変 動 額 合 計 △29,706 6,280 △178 △23,605 - △14,097 

当 期 末 残 高 △72,514 7,714 2,072 △62,727 30 293,028 
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 個別注記表 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

重要な会計方針 

1．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子法

人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券については時価法（売却原価は移動平均法によ

り算定）、ただし市場価格のない株式等については移動平均法による原価法により行っております。なお、そ

の他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

(2) 金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）

及び(1)と同じ方法により行っております。 

  2．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。なお、特定の市場リスク又は特定の信用リスクに

関して金融資産及び金融負債を相殺した後の正味の資産又は負債を基礎として、当該金融資産及び金融負債のグ

ループを単位とした時価を算定しております。 

3．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、建物については定額法、動産については定率法を採用しております。また、主な耐用年数

は次のとおりであります。 

     建物    15年～50年 

 その他    5年～15年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、行内におけ

る利用可能期間（主として5年）に基づいて償却しております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産は、

リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残

価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。 

4．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

5．引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会

計士協会銀行等監査特別委員会報告第4号 2022年4月14日）に規定する正常先債権に相当する債権については、

今後1年間の予想損失額を見込んで計上しており、与信額から担保等による保全額を控除した金額が、一定額

以上の債務者とそれ以外の債務者に分けて算定しております。与信額から担保等による保全額を控除した金額

が、一定額以上の債務者の予想損失額は、1年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率に基づき、発生頻度のば

らつきに応じた補正を加えて損失率を求めて算定しております。それ以外の債務者の予想損失額は、1年間の

貸倒実績又は倒産実績を基礎とした貸倒実績率又は倒産確率の過去の一定期間における平均値に基づき損失

率を求め、統計的な補正幅を加算して算定しております。 

要注意先債権に相当する債権については、主として今後1年間又は3年間の予想損失額を見込んで計上してお

ります。予想損失額は、1年間又は3年間の貸倒実績又は倒産実績を基礎とした貸倒実績率又は倒産確率の過去

の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、統計的な補正幅を加算して算定しております。 

破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能額を

控除し、その残額のうち必要と認める額を計上しております。 

破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証に

よる回収可能見込額を控除した残額を計上しております。 

なお、破綻懸念先及び要注意先のうち貸出条件を緩和した一定の債権等を有する債務者等で、債務者単体又

はグループでの与信額から担保等による保全額を控除した金額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本

の回収及び利息の受取に係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当該キャ
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ッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金と

する方法（キャッシュ・フロー見積法）により計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施

しております。 

 (2) 投資損失引当金 

投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行会社の財政状態等を勘案して必要と認

められる額を計上しております。 

(3) 賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年

度に帰属する額を計上しております。 

(4) 退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年

度末までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっております。なお、過去勤務費用及び数理

計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。 

    過去勤務費用    その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額法によ

り損益処理 

    数理計算上の差異  各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定

額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理 

(5) 株式給付引当金 

株式給付引当金は、役員株式給付規程に基づく当行取締役（監査等委員である取締役を除く）及び当行執行

役員への当行株式等の給付に備えるため、株式等給付見積額のうち、当事業年度末までに発生していると認め

られる額を計上しております。 

(6) 睡眠預金払戻損失引当金 

    睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止し、利益計上を行った睡眠預金の払戻請求に備えるため、必要

と認められる額を計上しております。 

  (7) その他の偶発損失引当金 

その他の偶発損失引当金は、他の引当金で引当対象とした事象以外の偶発事象に対し、将来発生する可能性

のある損失を見積もり、必要と認められる額を計上しております。 

6．収益の計上方法  

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を適用し、顧客との契約から生じる

収益について約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると

見込まれる金額で収益を認識しております。 

7．ヘッジ会計の方法 

 (1) 金利リスク・ヘッジ 

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基準適

用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第24号 2022年3月17日。

以下「業種別委員会実務指針第24号」という。)に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価

の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段であ

る金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。また、キャッ

シュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により

有効性の評価をしております。 

(2) 為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取

引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第25号 

2020年10月8日）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭

債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段

とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを

確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

8．消費税等の会計処理 

   有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。 
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9．関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続き 

当行が保有する「有価証券」中の投資信託に係る期中収益分配金等（解約、償還時の差益を含む。）について

は有価証券利息配当金に計上し、解約損・償還損については国債等債券償還損に計上しております。 

 

重要な会計上の見積り 

  会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書類

に重要な影響を及ぼす可能性があるものは次のとおりであります。 

1．貸倒引当金 

貸出金の信用リスクにかかる貸倒引当金の計上は当行の財政状態、経営成績等に大きな影響を与えることから、

貸倒引当金の見積りは会計上重要なものと判断しております。 

(1)  当事業年度に係る計算書類に計上した額 

貸倒引当金 50,422百万円 

(2)  上記金額の算出方法及び算出に用いた主要な仮定 

① 算出方法 

「重要な会計方針」「5．引当金の計上基準」「 (1) 貸倒引当金」に記載しております。 

② 主要な仮定 

主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」及び「予想損失額の算定における

貸倒実績率又は倒産確率への統計的な補正幅の加算」であります。 

「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力や財務内容、経営改

善計画等を個別に評価し、設定しております。 

また、「予想損失額の算定における貸倒実績率又は倒産確率への統計的な補正幅の加算」は、期末日現在の

信用リスクをより的確に引当に反映するために行っております。 

(3)  翌事業年度に係る計算書類に及ぼす影響 

連結計算書類に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。 
 
追加情報 

（信託を通じて自社の株式を交付する取引） 

  連結計算書類に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。 
 
注記事項 

（貸借対照表関係） 

1．関係会社の株式及び出資金総額   5,653百万円 

2．無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、国債に23,424百万円含まれており

ます。 

3． 銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債

権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証してい

るものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）によるものに限る。)、貸出

金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに注

記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）

であります。 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 18,084百万円 

危険債権額 34,405百万円 

三月以上延滞債権額 549百万円 

貸出条件緩和債権額 13,131百万円 

合計額 66,171百万円 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由に

より経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。 

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に 

従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ず 

る債権に該当しないものであります。 

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生
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債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。 

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、

元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ず

る債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

4．手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた

商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、4,962

百万円であります。 

5．ローン・パーティシペーションで、「ローン・パーティシペーションの会計処理及び表示」（移管指針第1号 2024

年7月1日）に基づいて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、貸借対照表計上額は、

99,589百万円であります。 

6．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産  

 有価証券 676,266百万円 

 貸出金 298,353百万円 

 その他資産 2,262百万円 

担保資産に対応する債務  

 預 金 168,876百万円 

 債券貸借取引受入担保金 93,940百万円 

 借用金 677,300百万円 

 その他負債 1,908百万円 

上記のほか、為替決済等の取引の担保として、その他資産20,008百万円を差し入れております。 

また、その他の資産には、保証金774百万円が含まれております。 

7．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約でありま

す。これらの契約に係る融資未実行残高は、1,033,811百万円であります。このうち契約残存期間が1年以内のも

の又は任意の時期に無条件で取消可能なものが957,728百万円あります。 

 なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずし

も当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の

変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額

の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証

券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に

応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

8．土地の再評価に関する法律（1998年3月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価

差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、こ

れを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日 1998年3月31日 

同法律第3条第3項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（1998年3月31日公布政令

第119号）第2条第4号に定める、地価税法第16条に規定する

地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定す

るために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した

価額に合理的な調整を行って算出する方法と、同条第5号に

定める不動産鑑定士による鑑定評価を併用。 

  同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用土地の

再評価後の帳簿価額の合計額との差額   7,421百万円 

 

9．有形固定資産の減価償却累計額   44,497百万円 

10．有形固定資産の圧縮記帳額   604百万円 

11．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）による社債に対する当行の保証

債務の額は111,114百万円であります。 
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12．取締役との間の取引による取締役に対する金銭債権総額   66百万円 

13．関係会社に対する金銭債権総額   32,765百万円 

14．関係会社に対する金銭債務総額   11,684百万円 

 

（損益計算書関係） 

1．関係会社との取引 

関係会社との取引による収益 

資金運用取引に係る収益総額         128百万円 

役務取引等に係る収益総額         22百万円 

その他業務・その他経常取引に係る収益総額   80百万円 

関係会社との取引による費用 

資金調達取引に係る費用総額          6百万円 

役務取引等に係る費用総額         286百万円 

その他業務・その他経常取引に係る費用総額  488百万円 
 
2．「その他の経常費用」には、優先株式の引受及び貸出金の回収に伴う損失775百万円及び貸出債権等の売却に

伴う損失441百万円を含んでおります。 
 
3． 当行は、管理会計上の最小単位を営業店単位としております（ただし、連携して営業を行っている支店及び

出張所は当該営業店単位に含む）。また、本部、システム・集中センター、社宅・寮、厚生施設等については、

独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから、共用資産としております。賃貸資産は、原則賃貸先毎

にグルーピングを行っております。 

このうち、以下の資産グループ（継続的な地価の下落等がみられる遊休資産）について、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、減損損失として特別損失に計上しております。 

地 域 主な用途 種 類 減損損失 

山陰地区 遊休資産 土地・建物・動産 362百万円 

その他 遊休資産 土地・建物 64百万円 

合 計   426百万円 
   

当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額（有形固定資産については不動産鑑定評価基準又は路線

価等に基づき評価した額から処分費用見込額を控除した額）としております。 

 

（株主資本等変動計算書関係） 

1．自己株式の種類及び株式数に関する事項                    （単位：千株） 

  
当事業年度 

期首株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度 

末株式数 
摘要 

自己株式      

  普通株式 3,489 1,457 110 4,837 （注1）（注2） 

 合計 3,489 1,457 110 4,837  

（注1） 当事業年度期首及び当事業年度末の自己株式には、株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当行株式891千

株及び781千株がそれぞれ含まれております。 

（注2） 自己株式の増加のうち、1,456千株は2024年5月13日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得、1

千株は単元未満株式の買取請求によるものであります。また、自己株式の減少は株式給付信託（ＢＢＴ）

による給付によるものであります。 
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（有価証券関係） 

1．売買目的有価証券（2025年3月31日現在） 

該当事項はありません。 
 
2．満期保有目的の債券（2025年3月31日現在） 

 
種類 

貸借対照表計上額

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

時価が貸借対

照表計上額を

超えるもの 

国債 － － － 

地方債 － － － 

短期社債 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

小計 － － － 

時価が貸借対

照表計上額を

超えないもの 

国債 － － － 

地方債 － － － 

短期社債 － － － 

社債 111,214 108,839 △2,374 

その他 － － － 

小計 111,214 108,839 △2,374 

合計 111,214 108,839 △2,374 
 

3．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（2025年3月31日現在） 

 貸借対照表計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

子会社・子法人等株式 － － － 

関連法人等株式 － － － 

合計 － － － 

 （注）上表に含まれない市場価格のない株式等の貸借対照表計上額 

 貸借対照表計上額 

（百万円） 

子会社・子法人等株式 1,113 

関連法人等株式 － 

合 計 1,113 
      
 
4．その他有価証券（2025年3月31日現在） 

 
種類 

貸借対照表計上額

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

貸借対照表計

上額が取得原

価を超えるも

の 

株式 42,308 10,559 31,749 

債券 11,261 11,130 131 

 国債 － － － 

 地方債 4,059 3,997 61 

 短期社債 － － － 

 社債 7,202 7,132 69 

その他 193,298 177,400 15,897 

小計 246,868 199,090 47,778 

貸借対照表計

上額が取得原

価を超えない

もの 

株式 1,147 1,278 △131  

債券 963,972 1,025,016 △61,043  

 国債 678,500 726,722 △48,222  

 地方債 228,175 237,808 △9,633  

 短期社債 － － － 

 社債 57,296 60,484 △3,188  

その他 625,290 717,544 △92,253  

小計 1,590,410 1,743,838 △153,428  

合計 1,837,278 1,942,929 △105,650 
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（注）上表に含まれない市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額 

 貸借対照表計上額 

（百万円） 

非上場株式 4,969 

組合出資金 28,498 

その他 0 

合 計 33,468 

 組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021

年6月17日）第24-16項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 
 

5．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自 2024年4月1日 至 2025年3月31日） 

 売却原価 

（百万円） 

売却額 

（百万円） 

売却損益 

（百万円） 

国債 － － － 

地方債 － － － 

短期社債 － － － 

社債 650 648 △1 

その他 － － － 

合計 650 648 △1 

 （売却の理由）買入消却によるものであります。 
 

6．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 2024年4月1日 至 2025年3月31日） 

 売却額 

（百万円） 

売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額 

（百万円） 

株式 5,235 4,660 7 

債券 356,447 － 2,299 

 国債 356,447 － 2,299 

 地方債 － － － 

 短期社債 － － － 

 社債 － － － 

その他 15,607 0 2,677 

合計 377,290 4,660 4,985 

 

7．減損処理を行った有価証券 

売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当該有価証券の時

価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものにつ

いては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下、

「減損処理」という。）しております。 

当事業年度における減損処理額は313百万円（全て株式）であります。 

また、時価が「著しく下落した」と判断されるのは、下記(1)又は(2)の①から③のいずれかに該当した場合と

しております。 

(1) 基準日の時価が取得原価又は償却原価に比べ50％以上下落した場合。 

(2) 基準日の時価が取得原価又は償却原価に比べ30％以上下落した場合。 

①株式・投資信託（投資対象に債券以外を含むもの）は、時価が基準日から起算して過去1年間に一度も取

得原価の70％を超えていない場合。ただし、基準日より1年以内に新規取得した銘柄で30％以上下落した

銘柄は、個別にその下落要因等を検討し、回復可能性の判定を行う。 

②株式は、当該株式の発行会社が債務超過の状態にある場合、又は2期連続して当期損失を計上した場合。 

③債券及び投資信託（投資対象が債券のみであるもの）は、時価の下落が金利の上昇ではなく、信用リスク

の増大に起因する場合。 
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（金銭の信託関係） 

1．運用目的の金銭の信託（2025年3月31日現在） 

 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

当事業年度の損益に含まれ

た評価差額（百万円） 

運用目的の金銭の信託 5,000 － 
 
2．満期保有目的の金銭の信託（2025年3月31日現在） 

該当事項はありません。 
 
3．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（2025年3月31日現在） 

該当事項はありません。 

 

（税効果会計関係） 

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。 

繰延税金資産   

貸倒引当金 14,787 百万円 

 減価償却費 144 百万円 

 固定資産の減損損失 2,335 百万円 

 有価証券減損処理 300 百万円 

退職給付引当金 2,551 百万円 

その他有価証券評価差額金 33,136 百万円 

  その他   2,717 百万円 

繰延税金資産小計 

 

55,974 百万円 

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △1,903 百万円 

評価性引当額小計 △1,903 百万円 

繰延税金資産合計 54,070 百万円 

繰延税金負債   

 固定資産圧縮積立金 76 百万円 

前払年金費用 2,486 百万円 

繰延ヘッジ収益 3,522 百万円 

その他     61 百万円 

繰延税金負債合計   6,147 百万円 

繰延税金資産の純額   47,923 

 

百万円 

   

2. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律（2025年法律第13号）」が2025年3月31日に成立したことに伴い、2026年4

月1日以後に開始する事業年度から「防衛特別法人税」の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延

税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の30.45％から、2026年4月1日以後開始する事

業年度以降に解消が見込まれる一時差異等については31.35％となります。この税率変更により、当事業年度の

繰延税金資産は1,272百万円増加し、その他有価証券評価差額金は951百万円増加し、繰延ヘッジ損益は101百万

円減少し、法人税等調整額は422百万円減少しております。再評価に係る繰延税金負債は58百万円増加し、土地

再評価差額金は同額減少しております。  

 

（収益認識関係） 

（収益を理解するための基礎となる情報） 

  連結計算書類に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。 
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（1株当たり情報） 

1．1株当たりの純資産額   1,925円84銭 

2．1株当たりの当期純利益金額   119円53銭 

3．潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額   119円49銭 
 

1株当たりの純資産額の算定上、自己株式に計上した株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当行株式数（781千株）

は、当事業年度末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めております。また、1株当たりの当期純利益金

額及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額の算定上、自己株式に計上した株式給付信託（ＢＢＴ）が保有

する当行株式の当事業年度平均株式数（815千株）は、当事業年度平均株式数の計算において控除する自己株式

数に含めております。 
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④連結計算書類 
 連結株主資本等変動計算書 

 

第１２２期 
２０２４年４月 １日から 

２０２５年３月３１日まで 
 

連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円） 

 株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当 期 首 残 高 20,705 22,058 322,070 △2,679 362,155 

当 期 変 動 額      

剰 余 金 の 配 当 - - △6,912 - △6,912 

親会社株主に帰属する 

当 期 純 利 益 
- - 18,737 - 18,737 

自 己 株 式 の 取 得 - - - △2,002 △2,002 

自 己 株 式 の 処 分 - - - 76 76 

土地再評価差額金の取

崩 
- - 120 - 120 

非支配株主との取引に 

係る親会社の持分変動 
- 233 - - 233 

株主資本以外の項目の 

当期 変動額（純額） 
- - - - - 

当 期 変 動 額 合 計 - 233 11,946 △1,925 10,254 

当 期 末 残 高 20,705 22,292 334,017 △4,604 372,410 
 
 
 その他の包括利益累計額 

新株 

予約権 

非支配 

株主持分 
純資産合計 その他有 

価証券評 

価差額金 

繰延ヘッジ 

損益 

土地再評

価差額金 

退職給付 

に係る調 

整累計額 

その他の 

包括利益 

累計額合計 

当 期 首 残 高 △42,381 1,434 2,251 1,125 △37,570 30 475 325,089 

当 期 変 動 額         

剰 余 金 の 配 当 - - - - - - - △6,912 

親会社株主に帰属する 

当 期 純 利 益 
- - - - - - - 18,737 

自 己 株 式 の 取 得 - - - - - - - △2,002 

自 己 株 式 の 処 分 - - - - - - - 76 

土地再評価差額金の取

崩 
- - - - - - - 120 

非支配株主との取引に 

係る親会社の持分変動 
- - - - - - - 233 

株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 
△29,585 6,280 △178 1,032 △22,451 - △324 △22,776 

当 期 変 動 額 合 計 △29,585 6,280 △178 1,032 △22,451 - △324 △12,521 

当 期 末 残 高 △71,967 7,714 2,072 2,158 △60,022 30 150 312,568 
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 連結注記表 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

会計方針に関する事項 

1．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1)  有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証

券については時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等については移動平均

法による原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法によ

り処理しております。 

(2)  金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）

及び(1)と同じ方法により行っております。 

2．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。なお、特定の市場リスク又は特定の信用リスクに

関して金融資産及び金融負債を相殺した後の正味の資産又は負債を基礎として、当該金融資産及び金融負債のグ

ループを単位とした時価を算定しております。 

3．固定資産の減価償却の方法 

(1)  有形固定資産（リース資産を除く） 

当行の有形固定資産は、建物については定額法、動産については定率法を採用しております。また、主な耐

用年数は次のとおりであります。 

       建物   15年～50年 

       その他    5年～15年 

連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定額法

により償却しております。 

(2)  無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、当行並びに

連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（主として5年）に基づいて償却しております。 

(3)  リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産は、

リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残

価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。 

4．貸倒引当金の計上基準 

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計

士協会銀行等監査特別委員会報告第4号 2022年4月14日）に規定する正常先債権に相当する債権については、今

後1年間の予想損失額を見込んで計上しており、与信額から担保等による保全額を控除した金額が、一定額以上

の債務者とそれ以外の債務者に分けて算定しております。与信額から担保等による保全額を控除した金額が、一

定額以上の債務者の予想損失額は、1年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率に基づき、発生頻度のばらつきに

応じた補正を加えて損失率を求めて算定しております。それ以外の債務者の予想損失額は、1年間の貸倒実績又

は倒産実績を基礎とした貸倒実績率又は倒産確率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、統計

的な補正幅を加算して算定しております。 

要注意先債権に相当する債権については、主として今後1年間又は3年間の予想損失額を見込んで計上しており

ます。予想損失額は、1年間又は3年間の貸倒実績又は倒産実績を基礎とした貸倒実績率又は倒産確率の過去の一

定期間における平均値に基づき損失率を求め、統計的な補正幅を加算して算定しております。 

破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能額を控

除し、その残額のうち必要と認める額を計上しております。 

破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証によ

る回収可能見込額を控除した残額を計上しております。 

なお、破綻懸念先及び要注意先のうち貸出条件を緩和した一定の債権等を有する債務者等で、債務者単体又は

グループでの与信額から担保等による保全額を控除した金額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回
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収及び利息の受取に係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当該キャッシ

ュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方

法（キャッシュ・フロー見積法）により計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施し

ております。 

連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認

めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上

しております。 

5．投資損失引当金の計上基準 

投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行会社の財政状態等を勘案して必要と認め

られる額を計上しております。 

6．賞与引当金の計上基準 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計

年度に帰属する額を計上しております。 

7．株式給付引当金の計上基準 

株式給付引当金は、役員株式給付規程に基づく当行取締役（監査等委員である取締役を除く）及び当行執行役

員への当行株式等の給付に備えるため、株式等給付見積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認め

られる額を計上しております。 

8．役員退職慰労引当金の計上基準 

役員退職慰労引当金は、連結される子会社及び子法人等において、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、

同役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上し

ております。 

9．睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止し、利益計上を行った睡眠預金の払戻請求に備えるため、必要と

認められる額を計上しております。 

10．その他の偶発損失引当金の計上基準 

その他の偶発損失引当金は、他の引当金で引当対象とした事象以外の偶発事象に対し、将来発生する可能性の

ある損失を見積もり、必要と認められる額を計上しております。 

11．退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については給

付算定式基準によっております。また、過去勤務費用及び数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであり

ます。 

   過去勤務費用    その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額法により

損益処理 

   数理計算上の差異  各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理 

なお、一部の連結される子会社及び子法人等は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に

係る当期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

12．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

当行の外貨建資産・負債は、主として連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

連結される子会社及び子法人等の外貨建資産・負債については、それぞれの決算日等の為替相場により換算し

ております。 

13．リース取引の処理方法  

ファイナンス・リース取引に係る収益・費用の計上基準については、リース料受取時に売上高と売上原価を計

上する方法によっております。 

14．収益の計上方法  

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を適用し、顧客との契約から生じる

収益について約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると

見込まれる金額で収益を認識しております。 
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15．重要なヘッジ会計の方法 

(1) 金利リスク・ヘッジ 

当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計

基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第24号 2022年3月

17日。以下「業種別委員会実務指針第24号」という。)に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効

性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手

段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。また、

キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証

により有効性の評価をしております。 

(2)  為替変動リスク・ヘッジ 

当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外

貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第25

号 2020年10月8日）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建

金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ

手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在するこ

とを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

16. のれんの償却方法及び償却期間 

  のれんについては、20年以内のその効果の及ぶ期間にわたって均等償却しております。 

17．関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続き 

当行が保有する「有価証券」中の投資信託に係る期中収益分配金等（解約、償還時の差益を含む。）について

は有価証券利息配当金に計上し、解約損・償還損についてはその他業務費用に計上しております。 
 
未適用の会計基準等 

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号 2024年9月13日） 

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号 2024年9月13日） 

ほか、関連する企業会計基準、企業会計基準適用指針、実務対応報告及び移管指針の改正 
 

1．概要 

国際的な会計基準と同様に、借手のすべてのリースについて資産・負債を計上する等の取扱いを定めるもの。 

2．適用開始日 

2028年3月期の期首より適用予定であります。 

3．当該会計基準等の適用による影響 

当該会計基準等の適用による影響額は、当該連結計算書類の作成時において評価中であります。 
 
重要な会計上の見積り 

   会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年度に

係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは次のとおりであります。 

1．貸倒引当金 

貸出金の信用リスクにかかる貸倒引当金の計上は当行グループの財政状態、経営成績等に大きな影響を与えるこ

とから、貸倒引当金の見積りは会計上重要なものと判断しております。 

  (1)  当連結会計年度に係る連結計算書類に計上した額 

貸倒引当金  51,084百万円 

(2)  上記金額の算出方法及び算出に用いた主要な仮定 

① 算出方法 

「会計方針に関する事項」「4．貸倒引当金の計上基準」に記載しております。 

② 主要な仮定 

主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」及び「予想損失額の算定における

貸倒実績率又は倒産確率への統計的な補正幅の加算」であります。 

「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力や財務内容、経営改

善計画等を個別に評価し、設定しております。 

また、「予想損失額の算定における貸倒実績率又は倒産確率への統計的な補正幅の加算」は、期末日現在の
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信用リスクをより的確に引当に反映するために行っております。 

(3)  翌連結会計年度に係る連結計算書類に及ぼす影響 

債務者の信用状態、担保評価及び保証人等からの回収見込みや、算定に用いた前提（予想損失額、貸倒実績

率、倒産確率等）が実績と乖離した場合には、貸倒引当金の増減により、当行グループの連結計算書類に重要

な影響を及ぼす可能性があります。 
 
追加情報 

（信託を通じて自社の株式を交付する取引） 

当行は、中長期的な業績の向上と、企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、当行の取締役（監

査等委員である取締役を除く）及び執行役員（以下、「取締役等」という。）に対し、「株式給付信託（ＢＢＴ）」を

導入しております。 

1．取引の概要 

本制度のもと当行は、対象となる取締役等に対し当行が定めた役員株式給付規程に基づき、事業年度毎にポイ

ントを付与し、取締役等の退任時に累計ポイントに相当する当行株式及び当行株式を退任日時点の時価で換算し

た金額相当の金銭（以下、「当行株式等」という。）を信託を通じて給付します。取締役等に対し給付する当行株

式等については、予め信託設定した金銭により取得し、信託財産として分別管理しております。 
 
 

2．信託が保有する当行株式 

信託が保有する当行株式を信託における帳簿価額により、純資産の部に自己株式として計上しております。当

連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額は544百万円、株式数は781千株であります。 
 
注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

1．関係会社の株式及び出資金総額（連結子会社の株式を除く）   4,717百万円 

2. 無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、「有価証券」中の国債に23,424百

万円含まれております。 

3．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債権

は、連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証して

いるものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）によるものに限る。)、貸

出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに

注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限

る。）であります。 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 

19,140百万円 

危険債権額 34,405百万円 

三月以上延滞債権額 549百万円 

貸出条件緩和債権額 13,131百万円 

合計額 67,226百万円 
 
  破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由に

より経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。 

  危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った

債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該

当しないものであります。 

  三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生

債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。 

  貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、

元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ず

る債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。 

  なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

4．手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた

商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、4,962

百万円であります。 
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5．ローン・パーティシペーションで、「ローン・パーティシペーションの会計処理及び表示」（移管指針第1号 

2024年7月1日）に基づいて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、連結貸借対照表

計上額は、99,589百万円であります。 

6．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産  

 有価証券 676,266百万円 

 貸出金 298,353百万円 

 リース債権及びリース投資資産 9,012百万円 

 その他資産 2,262百万円 

担保資産に対応する債務  

預 金 168,876百万円 

  債券貸借取引受入担保金 93,940百万円 

 借用金 684,920百万円 

 その他負債 1,908百万円 

  上記のほか、為替決済等の取引の担保として、その他資産20,008百万円を差し入れております。 

また、その他資産には、保証金773百万円が含まれております。 

7．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約でありま

す。これらの契約に係る融資未実行残高は、1,020,787百万円であります。このうち契約残存期間が1年以内のも

の又は任意の時期に無条件で取消可能なものが944,704百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずし

も当行及び連結される子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の

多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行及び連結される子会社が実行

申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、

契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内

（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じておりま

す。 

8．土地の再評価に関する法律（1998年3月31日公布法律第34号）に基づき、当行の事業用の土地の再評価を行い、

評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、

これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日 1998年3月31日 

同法律第3条第3項に定める 

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（1998年3月31日公布政令第119号）第2

条第4号に定める、地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の

基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方

法により算定した価額に合理的な調整を行って算出する方法と、同条第5

号に定める不動産鑑定士による鑑定評価を併用。 

  同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業用土

地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額   7,421百万円 

9．有形固定資産の減価償却累計額  47,416百万円 

10．有形固定資産の圧縮記帳額   1,043百万円 

11．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）による社債に対する保証債務の

額は111,114百万円であります。 

12．当行の取締役との間の取引による取締役に対する金銭債権総額  66百万円 

 



24 
 

 

（連結損益計算書関係） 

1．「その他の経常費用」には、貸出金償却19百万円、株式等償却470百万円、優先株式の引受及び貸出金の回収に

伴う損失775百万円及び貸出債権等の売却に伴う損失518百万円を含んでおります。  

2．当行は、管理会計上の最小単位を営業店単位としております（ただし、連携して営業を行っている支店及び出

張所は当該営業店単位に含む）。また、本部、システム・集中センター、社宅・寮、厚生施設等については、独

立したキャッシュ・フローを生み出さないことから、共用資産としております。賃貸資産は、原則賃貸先毎にグ

ルーピングを行っております。 

  また、連結される子会社は、主として各社を1単位としてグルーピングを行っております。 

  このうち、以下の資産グループ（営業利益の減少によるキャッシュ・フローの低下がみられる営業店舗及び継

続的な地価の下落等がみられる遊休資産）について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失として特

別損失に計上しております。 

地 域 主な用途 種 類 減損損失 

山陰地区 営業店舗 土地 26百万円 

山陰地区 遊休資産 土地・建物・動産 365百万円 

その他 遊休資産 土地・建物 64百万円 

合 計   456百万円 

  当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額（有形固定資産については不動産鑑定評価基準又は路線価

等に基づき評価した額から処分費用見込額を控除した額）としております。 
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

1．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項       (単位：千株) 

 
当連結会計年度 

期首株式数 

当連結会計年度 

増加株式数 

当連結会計年度 

減少株式数 

当連結会計年度 

末株式数 
摘要 

発行済株式      

  普通株式 156,977 － － 156,977  

 合計 156,977 － － 156,977  

自己株式      

  普通株式 3,489 1,457 110 4,837 (注1)（注2） 

 合計 3,489 1,457 110 4,837  

(注1)  当連結会計年度期首及び当連結会計年度末の自己株式には、株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当行株

式891千株及び781千株がそれぞれ含まれております。 

(注2)  自己株式の増加のうち、1,456千株は2024年5月13日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得、1千

株は単元未満株式の買取請求によるものであります。また、自己株式の減少は株式給付信託（ＢＢＴ）

による給付によるものであります。 
 

2．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

区分 
新株予約権 

の内訳 

新株予約

権の目的

となる株

式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計

年度末残高 

（百万円） 

摘要 当連結会計 

年度期首 

当連結会計 

年度増加 

当連結会計 

年度減少 

当連結会計 

年度末 

当行 

ストック・ 

オプション 

としての 

新株予約権 

－ 30 

 

 

 

 

合計 － 30  
 
3．配当に関する事項 

(1) 当連結会計年度中の配当金支払額 

（決議） 株式の種類 配当金の総額 
1株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

2024年6月20日 

定時株主総会 
普通株式 3,241百万円 21円 2024年3月31日 2024年6月21日 

2024年11月11日 

取締役会 普通株式 3,670百万円 24円 2024年9月30日 2024年12月9日 

合計 － 6,912百万円 － － － 

（注）2024年6月20日定時株主総会決議及び2024年11月11日取締役会決議による配当金の総額には、株式給付

信託（ＢＢＴ）が保有する当行株式に対する配当金18百万円及び18百万円がそれぞれ含まれております。 
 
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後となるもの 

（決議予定） 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
1株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

2025年6月26日 

定時株主総会 普通株式 3,670百万円 利益剰余金 24円 2025年3月31日 2025年6月27日 

（注）2025年6月26日定時株主総会（決議予定）による配当金の総額には、株式給付信託（ＢＢＴ）が保有す

る当行株式に対する配当金18百万円が含まれております。 
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（金融商品関係） 

1．金融商品の状況に関する事項 

 (1) 金融商品に対する取組方針 

当行グループは、預金業務、貸出業務等の銀行業務を中心に金融サービスに係る事業を行っております。そ

のため、金利変動による金融資産及び金融負債の価値や収益の変動リスク（金利リスク）や、取引先の倒産や

経営状態の悪化により、貸出金の元本や利息の回収が困難になり損失を被るリスク（信用リスク）を有してお

ります。また、有価証券投資業務においては、金利リスク、信用リスクに加え、株式などの価格変動リスクを

有しております。当行では、これらリスクの適正化と収益の極大化を目指して、資産及び負債の総合的管理（Ａ

ＬＭ）を行っております。また、その一環として、デリバティブ取引も行っております。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

    当行グループが保有する金融資産は、主として国内の取引先に対する貸出金であり、取引先の契約不履行に

よってもたらされる信用リスク及び金利リスクを有しております。また、有価証券は、主に債券及び株式であ

り、満期保有目的及びその他有価証券として保有しております。これらは、それぞれ発行体の信用リスク、金

利リスク及び価格変動リスクを有しております。 

当行グループが保有する金融負債は、主として国内の取引先の預金であり、金利リスクを有しております。

また、借入金は、一定の環境の下で当行グループが市場を利用できなくなる場合など、支払期日にその支払い

を実行できなくなる流動性リスクを有しております。 

デリバティブ取引について、通貨関連取引には先物為替予約、通貨スワップ、通貨オプションがあり、金利

関連取引には金利スワップ取引や金利先物取引があります。このうち、金利スワップや先物為替予約などのヘ

ッジ目的のデリバティブ取引で、要件を満たすものについては行内規程に基づいてヘッジ会計を適用しており

ます。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスクの管理 

信用リスクの管理は、「内部格付制度」をベースとして、「個別案件の厳正な審査・管理（ミクロの信用リス

ク管理）」と、「信用リスクの計量化によるポートフォリオの管理と適切な運営（マクロの信用リスク管理）」

及び「厳正な自己査定とそれに伴う適切な償却・引当の実施」を基本に行っております。 

リスク量の管理態勢としては、自己査定・格付、償却・引当の状況、ＶａＲ等リスク計量化の状況、与信集

中の状況、貸出採算の状況、不良債権処理の状況等について、定期的にローンレビュー（経営執行会議）や信

用リスク管理委員会、ＡＬＭ委員会を開催し、報告を行っているほか、必要に応じて経営執行会議を開催し、

協議等を行っております。また、信用リスクに対し資本配賦を行い、モニタリングすることで、経営体力（自

己資本）の範囲内にリスク量をバランスさせております。 

②市場リスクの管理 

 (ⅰ) 市場リスクの管理に係る定性的情報 

市場リスクの管理については、内部管理上、ＶａＲを用いて、リスク量を把握・管理しております。 

また、市場リスクに対し資本配賦を行い、モニタリングすることで、経営体力（自己資本）の範囲内にリ

スク量をバランスさせております。 

管理態勢としては、ＶａＲの水準について日次で把握・管理を行っているほか、月次で行われるＡＬＭ委

員会においてもＶａＲの水準、評価損益額などを報告し、リスク量の把握、適切なリスクコントロールの手

段の協議・決定を行っております。 

(ⅱ) 市場リスクの管理に係る定量的情報 

     （ｱ）有価証券リスク 

当行では、保有する有価証券に関するＶａＲの算出においては、原則ヒストリカル・シミュレーショ

ン法を採用しております。なお、一部市場価格がない商品（ＣＭＯ、投資信託以外のその他の証券、非

上場株式）については、取得原価等に対して一定の掛け目を乗じてリスク量を算出しております。 

ＶａＲは、保有期間60日（ただし政策投資株式は120日）、信頼水準99％、観測期間1年又は3年で計測

した数値のいずれか大きい値を採用して、日次で計測を行っております。 

当連結会計年度末現在におけるＶａＲは61,748百万円となっております。 

なお、当行では、使用するＶａＲモデルについて、ＶａＲと日次損益を比較するバックテスティング

を実施し、有効性を検証しております。ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに統計的に算出した

一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考えられないほど市場環境が激変する状況

下におけるリスクは捕捉できない場合があります。 
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    （ｲ）預貸金利リスク（有価証券以外の金融商品） 

当行では、預金及び貸出金等の金利リスクの影響を受ける金融商品（有価証券を除く）に関するＶａ

Ｒの算出においては、分散・共分散法を採用しております。また、流動性預金については、コア預金内

部モデルを採用しております。なお、一部オプションを内包した貸出については、残高に一定の掛け目

を乗じてリスク量を算出しております。 

ＶａＲは、保有期間60日、信頼水準99％、観測期間1年として、月次でリスク量の計測を行っておりま

す。当連結会計年度末現在における預貸金利リスク量は、△25,414百万円となっております。なお、預

貸金利リスクの計測対象としている金融商品においては、当連結会計年度末現在で指標となる金利が上

昇した場合には、全体では価値が高まるため、内部管理上ではリスク量を負の値として計測しておりま

す。 

ただし、ＶａＲは過去の金利変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量を計

測しており、通常では考えられないほど金利環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できない場合

があります。 

③資金調達に係る流動性リスクの管理 

流動性リスクについては、日々資金ギャップ限度額による管理を行っております。また、月次ベースで資金

繰りの予想・実績を作成し、計画との差異を検証しております。 

さらに、緊急時に備えて組織体制や対応策などをまとめたコンティンジェンシープランを策定しております。

なお、当行では国債等流動化可能債券やその他流動性の高い資産を潤沢に保有しており、流動性リスクに対し

て万全の態勢を整備しております。 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が

異なることもあります。 
 

2．金融商品の時価等に関する事項 

 2025年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、連

結貸借対照表計上額の重要性が乏しい科目及び市場価格のない株式等並びに組合出資金を、次表には含めており

ません((注1)参照)。 

 連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

時 価 

（百万円） 

差 額 

（百万円） 

(1) 現金預け金 1,220,745 1,220,745 － 

(2) 有価証券    

  満期保有目的の債券 111,614 109,211 △2,403 

  その他有価証券(*1) 1,838,165 1,838,165 － 

(3) 貸出金 5,099,488   

   貸倒引当金(*2) △49,851   

 5,049,636 4,938,057 △111,579 

資産計 8,220,163 8,106,180 △113,982 

(1) 預金 6,222,992 6,221,977 △1,015 

(2) 譲渡性預金 431,400 431,400 － 

(3) コールマネー及び売渡手形 663,276 663,276 － 

(4) 債券貸借取引受入担保金 93,940 93,940 － 

(5) 借用金 687,885 673,945 △13,939 

負債計 8,099,494 8,084,539 △14,954 

デリバティブ取引(*3)    

ヘッジ会計が適用されていないもの 3,221 3,221 － 

ヘッジ会計が適用されているもの 11,618 11,618 － 

デリバティブ取引計 14,839 14,839 － 
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(＊1) その他有価証券には、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021

年6月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）第24-9項を適用した投資信託財産が不動産であ

る投資信託が含まれており、その連結貸借対照表計上額及び時価は10,052百万円であります。 

(＊2) 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

(＊3) その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。なお、合計で正味の債

務となる項目は(  )で表示することとしております。 
 
(注1) 市場価格のない株式等及び組合出資金の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情

報の「その他有価証券」には含まれておりません。 

区分 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

非上場株式(*1) (*2) 5,052 

組合出資金(*3) 28,676 

その他 0 

合計 33,729 

(＊1) 非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19

号 2020年3月31日)第5項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

(＊2)  当連結会計年度において、非上場株式について157百万円減損処理を行っております。 

(＊3) 組合出資金については、時価算定会計基準適用指針第24-16項に基づき、時価開示の対象とはしてお

りません。 
 

(注2) 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額                                                                   

 
1年以内 

（百万円） 

1年超 

3年以内 

（百万円） 

3年超 

5年以内 

（百万円） 

5年超 

7年以内 

（百万円） 

7年超 

10年以内 

（百万円） 

10年超 

（百万円） 

預け金 1,177,217 － － － － － 

有価証券 49,227 474,131 144,627 77,199 66,010 651,591 

満期保有目的の債券 19,098 44,833 42,703 4,880 － 100 

その他有価証券のうち 

満期があるもの 
30,129 429,298 101,924 72,319 66,010 651,491 

貸出金 1,140,290 955,707 733,895 536,214 474,114 1,259,266 

合計 2,366,735 1,429,839 878,523 613,414 540,125 1,910,857 

 

(注3) 預金、借用金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額                                                           

 
1年以内 

（百万円） 

1年超 

3年以内 

（百万円） 

3年超 

5年以内 

（百万円） 

5年超 

7年以内 

（百万円） 

7年超 

10年以内 

（百万円） 

10年超 

（百万円） 

預金(*) 5,836,032 339,351 38,961 5,588 3,058 － 

譲渡性預金 431,400 － － － － － 

コールマネー及び売渡手形 663,276 － － － － － 

債券貸借取引受入担保金 93,940 － － － － － 

借用金 161,375 526,072 437 － － － 

合計 7,186,023 865,423 39,398 5,588 3,058 － 

(*) 預金のうち、要求払預金については、「1年以内」に含めて記載しております。 
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3．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

 金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに分

類しております。 

 レベル1の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算

定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算出した時価 

 レベル2の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル1のインプット以外の時価の算定に係るイン

プットを用いて算定した時価 

 レベル3の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算出した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属

するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品                 (単位：百万円) 

区分 
時価 

レベル1 レベル2 レベル3 合計 

有価証券     

その他有価証券     

国債 678,500 － － 678,500 

地方債 － 232,235 － 232,235 

短期社債 － － － － 

社債 － 64,498 － 64,498 

株式 43,771 571 － 44,342 

その他(＊1) 121,746 686,790 － 808,536 

資産計 844,018 984,095 － 1,828,113 

デリバティブ取引(＊2)     

金利関連 － 12,110 － 12,110 

通貨関連 － 2,728 － 2,728 

株式関連 － － － － 

債券関連 － － － － 

商品関連 － － － － 

クレジット・デリバティブ － － － － 

デリバティブ取引計 － 14,839 － 14,839 

（＊1）時価算定会計基準適用指針第24-9項を適用した投資信託財産が不動産である投資信託は、上表に含めて

おりません。なお、当該投資信託の連結貸借対照表計上額は10,052百万円であり、期首残高から期末残高

への調整表は以下のとおりであります。 
                               （単位：百万円） 

期首 
残高 

当期の損益又は 
その他の包括利益 

購入、売却
及び償還の
純額 

投資信託の
基準価額を
時価とみな
すこととし
た額 

投資信託の
基準価額を
時価とみな
さないこと
とした額 

期末 
残高 

当期の損益に計
上した額のうち
連結貸借対照表
日において保有
する投資信託の
評価損益 

損益に 
計上 

その他の
包括利益
に計上
（①） 

9,844 － 207 －  － － 10,052 － 

  (①)連結包括利益計算書の「その他の包括利益」の「その他有価証券評価差額金」に含まれております。 
 

 (＊2) その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。なお、合計で正味の債

務となる項目は(  )で表示することとしております。 
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(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品         (単位：百万円) 

区分 
時価 

レベル1 レベル2 レベル3 合計 

現金預け金 － 1,220,745 － 1,220,745 

有価証券     

満期保有目的の債券     

国債 81 － － 81 

地方債 － － － － 

社債 － 198 108,839 109,038 

その他 － 90 － 90 

貸出金 － － 4,938,057 4,938,057 

資産計 81 1,221,035 5,046,896 6,268,014 

預金 － 6,221,977 － 6,221,977 

譲渡性預金 － 431,400 － 431,400 

コールマネー及び売渡手形 － 663,276 － 663,276 

債券貸借取引受入担保金 － 93,940 － 93,940 

借用金 － 673,945 － 673,945 

負債計 － 8,084,539 － 8,084,539 

 

(注1) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

資 産 

現金預け金 

これらは満期のないもの又は残存期間が短期間（1年以内）のものであり、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額を時価としております。当該時価はレベル2の時価に分類しております。 

 

有価証券 

有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル1の時価に分類しており

ます。主に上場株式や国債がこれに含まれます。 

公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でない場合にはレベル2の時価に分類しております。主に

地方債、社債がこれに含まれます。また、市場における取引価格が存在しない投資信託について、解約又は買戻請

求に関して市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がない場合には基準価額を時価とし、レベ

ル2の時価に分類しております。 

相場価格が入手できない場合には、将来キャッシュ・フローの現在価値技法などの評価技法を用いて時価を算定

しております。評価に当たっては観察可能なインプットを最大限利用しており、インプットには、TIBOR、国債利

回り、期限前返済率、倒産時の損失率等が含まれます。 

自行保証付私募債及び特定社債は、内部格付、保全、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規引

受を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しており、当該割引率が観察不能であることからレベル

3の時価に分類することとしております。 

新株予約権は上場しているものを除きオプション評価モデル等の評価技法を利用して時価を算定しております。

主なインプットは株価、ボラティリティ、金利等であります。評価に当たり重要な観察できないインプットを用い

ている場合はレベル3の時価に分類することとしております。 

 

貸出金 

変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限

り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるものは、貸出

金の種類及び内部格付、保全、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いて時価を算定しております。なお、残存期間が短期間（1年以内）のものは、時価は帳簿価額

と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対す

る債権等については、見積将来キャッシュ・フローの現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸

倒見積高を算定しているため、時価は帳簿価額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似していることから、当

該価額を時価としております。当該時価はレベル3の時価に分類しております。 
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負 債 

預金 

要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、

定期預金、譲渡性預金の時価は預金の種類及び期間に区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値

を算定しております。その割引率は新たに預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。なお、残存期間

が短期間（1年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

当該時価はレベル2の時価に分類しております。 

 

譲渡性預金 

これらは残存期間が短期間（1年以内）のものであり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

を時価としております。当該時価はレベル2の時価に分類しております。 

 

コールマネー及び売渡手形 

これらは残存期間が短期間（1年以内）のものであり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

を時価としております。当該時価はレベル2の時価に分類しております。 

 

債券貸借取引受入担保金 

これらは残存期間が短期間（1年以内）のものであり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

を時価としております。当該時価はレベル2の時価に分類しております。 

 

借用金 

変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額を時価としております。固定金利によるものは、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いた現在価値により算定しております。なお、残存期間が短期間（1年以内）のものについては、

時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。当該時価はレベル2の時価に分類

しております。 

 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル1の時価に分類

しており、主に債券先物取引や金利先物取引がこれに含まれます。 

ただし、大部分のデリバティブ取引は店頭取引であり、公表された相場価格が存在しないため、取引の種類や満

期までの期間に応じて現在価値技法やブラック・ショールズ・モデル等の評価技法を利用して時価を算定しており

ます。それらの評価技法で用いている主なインプットは、金利や為替レート、ボラティリティ等であります。また、

取引相手の信用リスク及び当行自身の信用リスクに基づく価格調整を行っております。観察できないインプットを

用いていない又はその影響が重要でない場合はレベル2の時価に分類しており、プレイン・バニラ型の金利スワッ

プ取引、為替予約取引等が含まれます。重要な観察できないインプットを用いている場合はレベル3の時価に分類

することとしており、株式オプション取引等が含まれます。 

 

（注2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品のうちレベル3の時価に関する情報 
 
（1）重要な観察できないインプットに関する定量的情報（2025年3月31日） 

該当事項はありません。 

 

（2）期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識した評価損益（2025年3月31日） 

該当事項はありません。 
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（有価証券関係） 

  1．売買目的有価証券（2025年3月31日現在） 

該当事項はありません。 
 
2．満期保有目的の債券（2025年3月31日現在） 

 
種類 

連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

時価が連結

貸借対照表

計上額を超

えるもの 

国債 － － － 

地方債 － － － 

短期社債 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

小計 － － － 

時価が連結

貸借対照表

計上額を超

えないもの 

国債 100 81 △18 

地方債 － － － 

短期社債 － － － 

社債 111,414 109,038 △2,375 

その他 100 90 △9 

小計 111,614 109,211 △2,403 

合計 111,614 109,211 △2,403 
 

3．その他有価証券（2025年3月31日現在） 

 
種類 

連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

連結貸借対

照表計上額

が取得原価

を超えるも

の 

株式 43,195 10,622 32,573 

債券 11,261 11,130 131 

国債 － － － 

地方債 4,059 3,997 61 

短期社債 － － － 

社債 7,202 7,132 69 

その他 193,298 177,400 15,897 

小計 247,755 199,153 48,602 

連結貸借対

照表計上額

が取得原価

を超えない

もの 

株式 1,147 1,278 △131 

債券 963,972 1,025,016 △61,043 

国債 678,500 726,722 △48,222 

地方債 228,175 237,808 △9,633 

短期社債 － － － 

社債 57,296 60,484 △3,188 

その他 625,290 717,544 △92,253 

小計 1,590,410 1,743,838 △153,428 

合計 1,838,165 1,942,992 △104,826 
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4．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自 2024年4月1日 至 2025年3月31日） 

 

 

売却原価 

（百万円） 

売却額 

（百万円） 

売却損益 

（百万円） 

国債 － － － 

地方債 － － － 

短期社債 － － － 

社債 650 648 △1 

その他 － － － 

合計 650 648 △1 

 （売却の理由）買入消却によるものであります。 
 

5．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 2024年4月1日 至 2025年3月31日） 

 

 

売却額 

（百万円） 

売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額 

（百万円） 

株式 5,279 4,677 58 

債券 356,447 － 2,299 

 国債 356,447 － 2,299 

 地方債 － － － 

 短期社債 － － － 

 社債 － － － 

その他 15,607 0 2,698 

合計 377,335 4,677 5,057 
 

6．減損処理を行った有価証券 

売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当該有価証券の時

価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものにつ

いては、当該時価をもって連結貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処理

（以下、「減損処理」という。）しております。 

当連結会計年度における減損処理額は313百万円（全て株式）であります。 

また、時価が「著しく下落した」と判断されるのは、下記(1)又は(2)の①から③のいずれかに該当した場合と

しております。 

(1) 基準日の時価が取得原価又は償却原価に比べ50％以上下落した場合。 

(2) 基準日の時価が取得原価又は償却原価に比べ30％以上下落した場合。 

①株式・投資信託（投資対象に債券以外を含むもの）は、時価が基準日から起算して過去1年間に一度も取

得原価の70％を超えていない場合。ただし、基準日より1年以内に新規取得した銘柄で30％以上下落した

銘柄は、個別にその下落要因等を検討し、回復可能性の判定を行う。 

②株式は、当該株式の発行会社が債務超過の状態にある場合、又は2期連続して当期損失を計上した場合。 

③債券及び投資信託（投資対象が債券のみであるもの）は、時価の下落が金利の上昇ではなく、信用リスク

の増大に起因する場合。 

 

 

（金銭の信託関係） 

1．運用目的の金銭の信託（2025年3月31日現在） 

 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

当連結会計年度の損益に含ま

れた評価差額（百万円） 

運用目的の金銭の信託 5,000 － 
 
2．満期保有目的の金銭の信託（2025年3月31日現在） 

該当事項はありません。 

3．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（2025年3月31日現在） 

該当事項はありません。 
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（税効果会計関係） 

1．法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律（2025年法律第13号）」が2025年3月31日に成立したことに伴い、2026年4

月1日以後に開始する連結会計年度から「防衛特別法人税」の課税が行われることとなりました。これに伴い、

繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の30.45％から、2026年4月1日以後開始す

る連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等については31.35％となります。この税率変更により、当連

結会計年度の繰延税金資産は1,260百万円増加し、その他有価証券評価差額金は950百万円増加し、繰延ヘッジ損

益は101百万円減少し、退職給付に係る調整累計額は26百万円減少し、法人税等調整額は436百万円減少しており

ます。再評価に係る繰延税金負債は58百万円増加し、土地再評価差額金は同額減少しております。 

 

（企業結合等関係） 

（共通支配下の取引等） 

子会社株式の追加取得 

１．取引の概要 

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容 

結合当事企業の名称 事業の内容 

ごうぎんキャピタル株式会社 ベンチャーキャピタル 

(2) 企業結合日 

2025年2月28日（株式取得日） 

2025年3月31日（みなし取得日） 

(3) 企業結合の法的形式 

非支配株主及び連結子会社からの株式取得 

(4) 結合後企業の名称 

変更ありません。 

(5) その他取引の概要に関する事項 

当行はグループ連携により、同社に蓄積された専門的知見やノウハウを活用し、地域やお客様の課題解決

に貢献することを目的として、同社の株式を追加取得し、完全子会社化いたしました。 

 

２．実施した会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 2019年1月16日)及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 2019年1月16日)に基づき、共通支配下の取

引等として処理しております。 

 

３．子会社株式を追加取得した場合に掲げる事項 

被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

   取得の対価  現金  78百万円 

取得原価       78百万円 

なお、上記の金額は、非支配株主との取引に係るものであり、連結会社相互間の取引については、全額を

相殺消去しております。 

 

４．非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項 

(1) 資本剰余金の主な変動要因 

子会社株式の追加取得 

(2) 非支配株主との取引によって増加した資本剰余金の金額 

233百万円 
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（収益認識関係） 

1．収益の分解情報       (単位：百万円) 

区分 当連結会計年度 

役務取引等収益 18,930 

預金・貸出業務 7,102 

為替業務 2,523 

証券関連業務 3,328 

代理業務 1,039 

保証業務 485 

その他 4,451 

(注) 役務取引等収益のうち、預金・貸出業務、為替業務は銀行業セグメントから、証券関連業務、代理業務、

保証業務、その他は主に銀行業及びその他事業セグメントから発生しております。なお、上表には「収益認

識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）対象外の収益も含んでおります。 
 
2．収益を理解するための基礎となる情報 

当行グループの主な収益は、預金業務、貸出業務、有価証券投資業務、為替業務等から生じております。収益

認識会計基準の適用対象となる顧客との契約から生じる収益のうち重要なものは、役務取引等収益に計上されて

おり、その計上方法については「会計方針に関する事項」「14.収益の計上方法」に記載しております。 

 

（1株当たり情報） 

1．1株当たりの純資産額   2,053円29銭 

2．1株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額   122円89銭 

3．潜在株式調整後1株当たり親会社株主に帰属する当期純利益金額   122円86銭 
 

1株当たりの純資産額の算定上、自己株式に計上した株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当行株式数（781千株）

は、当連結会計年度末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めております。また、1株当たりの親会社株

主に帰属する当期純利益金額及び潜在株式調整後1株当たり親会社株主に帰属する当期純利益金額の算定上、自

己株式に計上した株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当行株式の当連結会計年度平均株式数（815千株）は、当

連結会計年度平均株式数の計算において控除する自己株式数に含めております。 
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（ストック・オプション等関係） 

1．ストック・オプションにかかる費用計上額及び科目名 

  該当事項はありません。 
 
2．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

 
2012年ストック・ 

オプション 

2013年ストック・ 

オプション 

付与対象者の区分及び人数 

当行取締役   8名 

当行監査役   5名 

当行執行役員 10名 

当行取締役   8名 

当行監査役   5名 

当行執行役員 10名 

株式の種類別のストック・ 

オプションの数（注） 
普通株式 281,800株 普通株式 202,100株 

付与日 2012年7月27日 2013年7月26日 

権利確定条件 定めておりません 定めておりません 

対象勤務期間 定めておりません 定めておりません 

権利行使期間 
2012年7月28日から 

2037年7月27日まで 

2013年7月27日から 

2038年7月26日まで 

 

 
2014年ストック・ 

オプション 

2015年ストック・ 

オプション 

付与対象者の区分及び人数 

当行取締役   8名 

当行監査役   5名 

当行執行役員 11名 

当行取締役   8名 

当行監査役   5名 

当行執行役員 10名 

株式の種類別のストック・ 

オプションの数（注） 
普通株式 231,800株 普通株式 122,000株 

付与日 2014年7月25日 2015年7月24日 

権利確定条件 定めておりません 定めておりません 

対象勤務期間 定めておりません 定めておりません 

権利行使期間 
2014年7月26日から 

2039年7月25日まで 

2015年7月25日から 

2040年7月24日まで 
 
（注）株式数に換算して記載しております。 

 

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、

株式数に換算して記載しております。 

①ストック・オプションの数 

 
2012年ストック・ 

オプション 

2013年ストック・ 

オプション 

権利確定前   

前連結会計年度末 11,000株 8,100株 

付与 － － 

失効 － － 

権利確定 － － 

未確定残 11,000株 8,100株 

権利確定後   

前連結会計年度末 － － 

権利確定 － － 

権利行使 － － 

失効 － － 

未行使残 － － 
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2014年ストック・ 

オプション 

2015年ストック・ 

オプション 

権利確定前   

前連結会計年度末 11,400株 9,500株 

付与 － － 

失効 － － 

権利確定 － － 

未確定残 11,400株 9,500株 

権利確定後   

前連結会計年度末 － － 

権利確定 － － 

権利行使 － － 

失効 － － 

未行使残 － － 

 

 

②単価情報 

 2012年ストック・ 

オプション 

2013年ストック・ 

オプション 

権利行使価格（注） 1円 1円 

行使時平均株価 － － 

付与日における公正な評価

単価（注） 
500円 710円 

    
 2014年ストック・ 

オプション 

2015年ストック・ 

オプション 

権利行使価格（注） 1円 1円 

行使時平均株価 － － 

付与日における公正な評価

単価（注） 
677円 1,182円 

（注）1株当たりに換算して記載しております。 
 
3．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用し

ております。 
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連結計算書類の作成方針 

1．連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結される子会社及び子法人等           9社 

   松江不動産株式会社 

   株式会社ごうぎんキャリアデザイン 

   山陰債権回収株式会社 

   ごうぎんリース株式会社 

   ごうぎん保証株式会社 

   株式会社ごうぎんクレジット 

   ごうぎんキャピタル株式会社 

   ごうぎんエナジー株式会社 

   株式会社地域商社とっとり 

     
 

  (2) 非連結の子会社及び子法人等          10社 

    主要な会社名 

ごうぎんスタートアップ1号投資事業有限責任組合 

ごうぎん事業承継投資事業有限責任組合 
 

非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分

に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除いても企業集団

の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外し

ております。 
  
2．持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法適用の非連結の子会社及び子法人等      0社 

 (2) 持分法適用の関連法人等              0社 

 (3) 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等    10社 

主要な会社名 

ごうぎんスタートアップ1号投資事業有限責任組合 

ごうぎん事業承継投資事業有限責任組合 

 (4) 持分法非適用の関連法人等            0社 

持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等は、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分に見合

う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類

に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除いております。 
 
3．連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項 

連結される子会社及び子法人等の決算日は、すべて3月末日であります。 

 


